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日本の混雑空港における発着枠(タイム・スロット)配分の在り方 
－アカデミックな視点からのあるべき姿－ 

 
・市場メカニズムを最大限活用した、透明性ある発着枠配分 

・特殊事情は、それを目的とした個別の政策で対応1 
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はじめに：公共経済学から見る公的部門の役割：インフラ整備とガバナンス 

 
市場経済は、完全に競争的な理想社会があれば、効率的な資源配分を実現する。（厚生経済学の第一基本定理） 
しかしながら、そのためには、社会が必要とする、あらゆる財の市場が競争的に整備（価格が適正にセットされ、市場の

需給を調整するパラメータとして機能する。）されていなければならない。 
第一に、財の移動性が制約されている状況では、必要とされる市場取引が制約される。 
第二に、正の外部性を有する財に関しては、市場によっては、過小にしか供給されないか、全く供給されない事態に陥る。 

これにより、市場の失敗が生じる。その結果、資源配分が歪み、非効率な社会となる。 
 
この時、公的部門が、市場機能に介入することが正当化される。市場に介入し、資源配分を効率化することが、公的部門

の役割である。すなわち、第一に、移動の制約を取り除くこと、第二に、過小となる財の供給を（直接的、間接的に）行う

(環境を整備する)ことである。空港などのインフラへの公的関与(整備・運営に対するインフラ・ガバナンス)は、この目的

を達成するものであり、公的部門の役割として正当化できる。ただし、その関与が、適正でなければ、かえって、資源配分

をゆがめることになることも肝に銘じておかなければならない。 
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空港への公的部門の関与 

 
空港機能は、経済発展途上において、まず必要とされる窓口でもあり、多岐にわたる国のリソースを必要とするため国か

らの出資の如何に関わらず企画、建設、完成まで各段階での総合調整を国が一貫して牽引してきた経緯がある。物権法上の

所有権を問わず、空港資源の活用の責任は一義的に国に在るという認識が広く受け入れられてきた。日本では運営段階でも

引き続き、国が深くかかわっている。コンセッションなど上下分離方式の考え方を活用した空港民営化が実現可能となるな

ど、動きはみられるが、依然として、国の関与は大きいままである。この背景には、これまで長年続いてきた、非契約社会、

（市場競争による効率性向上よりも）日本国土の均衡による公平性を重視する社会が政治を通じて反映されてきたことがあ

る。日本も欧米諸国と同様に資本主義に基づく市場主義経済の一員であると認識されているものの、このような体制は、い

ずれ、欧米諸国から見放されることになろう。この体制からの脱却に向けた努力が求められている。 
 
より具体的には、空港の活用に関する基本政策は、市場による効率化機能を最大限に活用し、より透明性の高い制度に変

えていくことが急務である。均整の取れた国土開発(公平性)、外交関係の反映など国家戦略に直接かかわるものについては

国が直接介入し市場活動の枠外に留保することには一応の理解が存在するものの、まずは、最大限の市場活用(競争環境の

整備)の上で、不必要な規制は緩和・除去する視点を持つべきである。国全体として、より高い効率性を達成することこそ

が日本の発展につながるという認識を持つことにより、国の直接の市場介入の機会は減り、それが外交面でも、対等な関係

を築くことにつながるであろう。 
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発着枠配分の在り方を議論する意義とその経済学的含意 

 
オープンスカイの進展により、日本の多くの空港で、自由に路線を設定し発着することが可能となってきている。しかし

ながら、主要な大都市空港では、依然として混雑が見られる。実際、発着枠がほとんど全ての時間帯で高度に制約されてい

る羽田空港においてだけでなく、時間帯別に見れば、その他の空港においても、発着が限られている空港もある。したがっ

て、羽田の新規発着枠の配分の議論に加え、時間帯（タイム・スロット）で見れば、その他の空港も含めて、日本でその在

り方を議論する意義は高い。3 
 
【発着枠の定義】 
まず、発着枠の定義を行うことが望ましい。発着枠（Slot）とは、あえて単純化して言えば「滑走路の利用権」といえる

であろう。4発着枠の問題が生じるのは混雑空港であり、coordinated airport（発着枠の調整が必要な混雑空港）として整理

される。その混雑は、ほとんどの場合で、滑走路の制約によるものである。（ターミナルの制約により混雑が生じる場合も

ありうるが、その混雑は、沖留めほかの対応により、早期に解消が可能である。）また、日本では、発着枠は、2 国間協定

における路線就航の権利と認識されることもあるが、それは、厳密には、発着枠を得るための必要条件であり、十分条件で

はない。発着枠は、タイム・スロットで考えられる概念であり、時間ごとの「滑走路の利用権」である。 

                                                 
3羽田発着枠配分基準検討小委員会においても、発着枠配分の在り方の議論がなされている。 
http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/S304_haneda01.html 
4米国の国内線発着枠は、滑走路の利用権のみ。これに対して、EU の発着枠は、滑走路のみならず、ゲート等を含めた、運航に必要な施設

全般の利用権限を意味する。 
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【発着枠の目的】 
発着枠という、一種の割当(quota)の形で滑走路の利用権を定めることの目的は、「空港利用の上限をあらかじめ決める

ことにより、空港利用に対する超過需要を調整することで、空港の利便性・機能性を高めること」にあると言える。 
 
【経済学的関心事項】 
まず、空港が混雑している場合、発着枠をセットするのかどうかという議論はありえない。なぜなら、それ以上の発着は

物理上不可能であり、発着枠をセットしないことは考えられないからである。したがって、関心事項は、「どのような制度

的枠組みで発着枠の中身を制度化すれば効率的資源配分や競争促進につながるのか」ということになる。この問題を解くに

は、公共経済学、厚生経済学、産業組織論をベースとした制度設計（メカニズム・デザイン）における議論が役に立つ。 
 
【発着枠配分問題における経済学的論点】 
A. マクロの需給調整：超過需要問題－－よりよいレント配分機能の模索 
 
発着枠への需要が供給を超過している場合、発着枠が稀少であることから、発着枠の権利を持つものにレントが生じる。

社会的には、このレントが限界的にゼロになるまで、発着枠を増やすことが望ましいが、それが中期的に実現できない制約

の中での問題を考えなければならない。この場合、このレントの配分に関して、国が関与する必要があり、誰に配分するの

かに関しての制度設計が必要である。具体的には、配分先としては、国・空港所有者・空港利用(航空)会社が考えられる。

また、正確には、このレントの帰着にも関心は寄せられなければならない。 
 
B. ミクロの配分問題：コーディネーション問題－－よりよい探索促進機能の模索 
 
発着枠に対する需要と供給が一致していたとしても、空港発着枠配分をコーディネーション問題と解釈すれば、どの発着

枠をどの航空会社が利用し、いかなる路線でいかなるサービスを提供すれば、最も効率的となるのか（例えば、社会的余剰
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が最大化されるのか）、という問題が残る。超過需要調整後の発着枠配分問題とは、そのような組み合わせの発見を促す「競

争状態」を作り出し維持する制度ないしメカニズム構築の問題と言い換えることができる。 
 
また、発着枠総数が、中期的に固定されているのに対し、このコーディネーション問題を解く環境は、刻々と変わる可能

性が高い。仮に、ある特定の一時点において、最適のコーディネーション解が見いだされたとしても、それは一時的な現象

にとどまるかもしれない。コーディネーション問題の複雑さゆえに、発着枠システムは、いかなるコーディネーション・メ

カニズムの下にあろうとも、「多くの非効率的状態のひとつに進化する傾向」を持つことになるかもしれない。このような

考え方が正しければ、長期的に最適なコーディネーション状態（例えば最適な発着枠配分状態）の発見は、本質的に予見困

難であり、この認識に従えば、コーディネーション・メカニズムに求められることは、ある特定の価値観や分析に基づいて、

あるいは、ある特定の時点での政治的・経済的事情に基づいて、長期的な、特定のコーディネーション状態（例えば発着枠

配分状態）を確定することではなく、むしろ、より良いコーディネーションの継続的な探索を促すことになる。 
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【経済学研究が示唆する発着枠配分のメリット・デメリット】 
経済学研究において議論される政策は、大きく分けて、以下の 3 つの代表的な政策に整理される。 

政策 レントの行方・

配分 
効率化メリットおよび 

コーディネーション問題の改

善－探索促進機能の模索 

コスト：問題点：批判点 合意形成の行方 

（A）混雑税（可変

的着陸料金制、ピー

クロード料金制） 

課税者（空港ま

たは国）が回収 
競争的な環境での発着枠のマ

クロ・ミクロ配分が可能。 
定期的な制度変更が可能で、

改善が期待できる。 

混雑税（例えば可変的着陸

料金制度）により超過需要

を解消するには非常に高い

着陸料の設定が必要 

混雑税の水準と使途の

不明確さにより困難 

（B）発着枠割り当

てと英国型の自由

な発着枠取引 

発着枠割り当て

航空会社に移転 
競争的な環境での発着枠のミ

クロ配分が可能。 
改善は、期待しにくい。 

初期の発着枠割り当てに大

きな裁量の余地。割り当て

航空会社に多大な利益。航

空会社間の競争環境の大幅

な悪化 

割り当て航空会社にレ

ントが落ちるので、合

意しやすいが、競争性

は乏しい。 

（C）オークション

による発着枠配分

(初期のみ or 定期的

再配分5) 

競売人（空港ま

たは国）が回収 
空港拡張にまわす投資資金の

確保が容易。 
定期的な再配分の場合には、

競争環境の継続が可能で、改

善が期待できる。 

定期的な場合には、航空会

社には、情報収集コスト・

発着枠獲得コストの負担が

重い 

コスト負担が重いた

め、合意は得にくい。 
ただし、定期的再配分

の頻度や入札ルールの

設計による。 

 
                                                 
5日本では、国内線において、2005 年に、発着枠の回収及び再配分(評価方式)が行われているが、オークションは実施されていないため、レ

ント回収や、競争性の確保はなされていない。 
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上記の表からわかるように、望ましい政策の議論には、メリット・デメリットの大きさの把握が必要となる。そもそも、

空港インフラ供給が過小であることが原因であるため、それを早期に解消できる政策が望ましい。もし、金銭的に解消でき

るのであれば、レントを空港ないし政府が回収する案（A）または（C）が妥当であると思われるが、多くの場合には、物

理的制約や、金銭で評価できない制約（騒音問題）などが絡んでいる場合も多い。また、（C）に関しては、2009 年に米国

で実施寸前まで行ったが、結局、見送られ、最終的に廃止された経緯がある。6米国のこの例が示唆するように、（C）に関

しては、実施にあたり航空会社が負担するコストが非常に大きくなるとも推測されることから、積極的な活用は難しいと思

われる。その結果、(B)が、合意しやすく、現実路線となっている。しかしながら、（B）には、初期の発着枠割り当てに大

きな裁量の余地（公平性を重視するとしても、順繰りの配分になりがち）があり、透明性が低い7こと、割り当て航空会社

に多大な利益がもたらされ、航空会社間の競争環境の大幅な悪化を招く危険性をはらんでいる。また、レントを回収できな

いため、長期的な混雑の解消に向けた空港インフラ拡張は望めなくなる。難しくとも、（A）混雑税または（C）オークシ

ョンを組み合わせる仕組みづくりが望まれる。 
 

                                                 
6福井 (2009)参照。 
7 日本では、2000 年以降の発着枠配分に、評価方式が採用されている。評価方式は、客観性が高いように見えるが、評価というものは、事

前にその評価方法が決められていて、かつコミットメント（拘束性：外圧によって変更されにくいこと）があってこそ、評価方法に持続性

が保たれ、高い評価を得るために各主体が努力インセンティブを持つという効果があるのであって、事後的に評価ルールが決められる場合

には、その効果を得ることは困難である。また、事後的に評価ルールを作成する場合には、その時点での社会状況に大きく左右されること

に注意しなければならない。なお、日本の評価ルールは、2000 年の羽田空港新規発着枠配分の際に採用された評価項目をベースとしている

が、その後の回収・再配分や新規配分の際に、評価項目は一部変更されている。 
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提言：日本における発着枠配分の在り方 

日本においては、すでに、発着に関しての航空自由化がなされ、オープンスカイによる市場効率化が進んでいる。しかし、

一部の混雑空港においては、上記の経済学的含意にもあるように、国の関与が必要となる。 
まず、混雑空港における国際線発着枠の国間の配分は、アライアンスなどにより国籍が異なる多数の企業が連携して国ご

とのスロット管理を根底から揺さぶる動きも一部ではみられているものの、原則、(発着時間帯も想定した)二国間航空協定

で取り決められ、今日にまで至っている。二国間協定の枠組みの中での運営（二国間協定締結後の発着時間帯調整を含む）

は、自由化の流れの中で、より高い透明性が求められている。 
次に、国内航空会社における発着枠配分には、外交の問題はなく、より高いレベルでの競争性を確保した配分が実現可能

であり、また、それが求められる。日本の航空行政そのものが諸外国から強く批判されることのないよう、世界の市場競争

主義の流れから乖離することのない、透明性の高い配分が求められる。そのような配分こそが、外交上、望ましい。 
 
日本における現在の（時間帯も含めた）発着枠配分では、(A)(B)(C)のいずれも採用されていない初期的な段階にある。

今後の枠配分に関して、最低限、満たすべき事項は、以下のようにまとめられる。 
 

ポイント１：競争性を確保すべき 
(A)(B)(C)のいずれも採用されていない初期的な段階にある日本では、(B)の初歩段階である「取引のない発着枠割り当て」

がなされている。8この方法は、(A)(B)(C)のいずれと比べてみても、発着枠配分における競争性の確保という点で劣ってい

る。従って、「取引のない発着枠割り当て」は、避けるべきである。 
 

                                                 
8 ただし、日本では、羽田空港の国内線において、2005 年に一度、発着枠の回収・再配分が行われている。再配分の基準は、評価方式で行

われた。 
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ポイント２： 透明性を確保すべき 
(A)および(C)では、透明性が確保されやすいが、(B)（または、(B)の初期段階）では、初期の発着枠配分について裁量の

余地が入りやすく、透明性の確保に向けた努力が特に必要である。 
 
ポイント３：インフラ整備につながる政策の実現方向性を議論すべき 
混雑の原因は、空港インフラの過小供給にあるのであり、それを早期に解消できる政策が望まれる。その意味では、空港

拡張にまわす投資資金の確保を可能にするという意味で、発生しているレントを空港または国が回収できる仕組みを作るこ

とが望ましい。9財政が厳しい日本では、特に重要視されるべき視点である。合意形成に困難性は伴うとしても、混雑税や

オークションなどの仕組みを取り入れていく議論を始めるべきである。 
 
ポイント４：柔軟なルール設計が重要 
上記 3 ポイントを満たす発着枠配分ルールの設計は、おそらく、(A)(B)(C) に代表される各種の市場メカニズムを単体で

活用することによってではなく、むしろそれらを適切に組み合わせることによってはじめて可能になるだろう。もっとも、

長期的に最適なコーディネーション状態の発見が本質的に予見困難であるのと同様に、最適な市場メカニズムの組み合わ

せも（ある程度、理論的に予測はできても）予見は困難である。従って、発着枠配分ルールは、市場メカニズムの組み合わ

せに関して一定の試行錯誤を可能とする柔軟な設計としなければならない。 
 
ポイント５： 他の目的とのミックスは行うべきではない 
これまでの経緯などから、現時点において、他の目的での国の介入余地があるとしても、その目的の達成のために、発着

枠配分において、競争性はゆがめられるべきではない。例えば、（公平性または政治的観点から）地方路線の維持を配慮し

た配分を行う必要があるとしても、競争性をゆがめるような配分は行うべきではなく、地方路線維持の目的は、路線補助金

                                                 
9 すでに述べたように、日本では、羽田空港の国内線において、2005 年に一度、発着枠の回収・再配分が行われているものの、再配分時に

も、レントの回収は行われていない。 
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などの別の手段で行われるべきである。特に、国際線の発着枠配分に関しては、このポイントは重要であり、地方路線維持

の目的を考慮した配分は行うべきではない。（その多くが未だ二国間協定の制約下にある国際線は、自由化が進んだ国内線

に比べて競争性が低い傾向にあり 、ゆがめられた配分は長期にわたって、影響を及ぼす可能性が高い。） 
 
 

おわりに 

羽田空港の発着枠は、経済的にも、政治的にも、大きな影響を及ぼすものである。だからこそ、国民は、競争環境の整備

がより高い効率性を実現しさらなる経済成長を可能とするという長期的な視点を強く持ち、発着枠の配分での競争環境が保

持されるように、その在り方を議論し続けなければならない。特に、個別の問題への対応が個別の政策で対処されているか、

政策目的の混同で競争環境がゆがめられていないかどうかを、監視し続けなければならない。私たちは、研究者として、そ

の使命を持って、この提言を作成したつもりである。この提言が、日本の競争環境の向上と、将来の経済成長に寄与するこ

とを期待する。 
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